























































































































































































この経済安定本部は、 1947 (昭和 22) 年にやはり石炭、鉄鋼、肥料を重点とする産業











































朝鮮戦争 1950 (昭和 25)年は暗い年として明けたものの、 6月25日には北朝鮮人民共
和国軍が国境を超えて韓国に侵入を開始して、 1960(昭和 25)年6月には毛沢東中国人民
義勇軍が北朝鮮軍に来援して 1953 (昭和 23)年8月の休戦協定締結まで及ぶ朝鮮戦争が
起こり、これによって日本経済は不況を脱出した。






































































舞台の主役たち これらの言葉が創始され乱舞する最高の舞台の時代があったo 1957 (昭
和32) ~1966 (昭和41)年の 10年間、場所は通産省である。代表人物は 1937(昭和 12)
13) 鶴田俊正『戦後日本の産業政策J 日本経済新聞社、 1972 年、 8~9 ページ、小宮隆太郎・奥野正寛・
鈴村興太郎編『日本の産業政策』東京大学出版会、 1984 年、序章 1~11 ， 16~22 ぺージ
14) C. V ・プレストウィッツJr， (国弘正雄訳) r 日米逆転J ダイヤモンド社、 1988 年、 212~6 ぺージ
年にともに入省して、 l人は 1957年に重工業局次長・局長となり、 62年2月に企業局長とな
った佐橋 滋氏と、もう一人は 1958年 8月に繊維局長、 6il年2月に通商局長になった今井
善衛氏で、あったO すなわち、第二次大戦中、前名の商工省を支配した岸信介商工次官・商
工大臣の戦時商工行政の思想を引き継いだ、戦後官僚で、あった。













6.徳永 久次 60・5--61・7 新日鉄副社長、石油開発公団総裁
7.松尾金蔵 61・7--63・7 日本鋼管社長
8.今井善衛 63・7--64・10 日本石油化学社長




13.両角 良彦 71・6--73・7 電源開発総裁
14.山下英明 73・7--74・1 =井物産常務取締役












































































24.1 6.7 -1250 
13.0 -0.3 -910 
-0.6 -5.7 1670 
25.7 2.3 940 
22.1 0.2 110 
18.8 1.1 -3570 
4.9 -1.7 70 
16.2 2.2 -3660 
12.5 0.0 400 
3.1 1.0 4120 
17.1 2.7 -4160 
18.2 1.5 500 
15.1 0.5 5920 
16.7 3.4 8040 
10.8 2.3 9280 












































































































































































































18) 佐橋滋[異色官僚j 夕、イヤモンド社、 1967年213~6ぺージ、佐橋滋「特別振興法の流産J 前掲、
142~3ページ、プレストウィッツ、前掲書、 49~54ページ、チャーマーズ・ジョンソン(矢野俊比古






























章305~311 ペ ジ、 IBMと日本の通産省、電機大企業との紛争については口パー ト・ソー ベル(羽
林泰、中山淳訳)rlBM対JAPAN.]夕、イナミックセラー ス¥1986年、当時のIBMの発展については口バ
卜ー・ソー ベル(青木栄一訳)rlBML 1982年、 R.T・デラマー ター (青木栄一訳)rビックフルー I









































































































22)丸山泰男『日本の過当競争』ダイヤモンド社、 1968年司 5ペー ジ








































































































































27) 今井善衛「自由化への推進J 前掲、 163~164 、 168~170ぺージ
28) 今井善衛「自由化への推進」前掲、 165~166 、 170~175ぺージ
29) 佐橋滋「特振法の流産」前掲、 157~8ぺージ
表3 主要企業の経営比率(%)
年 半期 自己資本比率 長期借入/自己資本
1930 上 期 56 13.7 
(昭和5) 下 期 58 13.8 
1935 上 期 67 7.5 
(昭和 10) 下 期 67 6.9 
1940 上 期 57 13.3 
(昭和15) 下 真月 55 16.2 
1950 上 期 26 31.3 
(昭和25) 下 期 34 19.4 
1952 上 期 33 14.8 
(昭和27) 下 期 34 18.6 
1955 上期 40 16.9 
(昭和30) 下 期 39 17.4 
1960 上 期 31 41.2 
(昭和35) 下期 30 43.2 
1965 上 期 26 64.8 
(昭和40) 下 期 26 67.0 
1970 上期 21 87.6 
(昭和45) 下 期 21 94.5 
1975 上 期 17 113.0 

















社 名 自己資本比率 売上高(億円)
L口A キ窟 9.0 130 
井物 産 10.3 18.500 
日 本鋼 管 12.8 2.825 
住友 重機 13.0 1，610 
=菱重工 13.4 3.654 
=菱化成 16.0 970 
小松製作所 17.2 1.250 
新日本製鉄 18.6 7.000 
=井石油化学 20.6 350 
日産自動車 20.7 3，900 
N E C 21.5 1.165 
東 京 F唱吾匹・ 力 22.9 2.650 
東 芝 23.0 6.654 
ソ 25.0 588 
日立製作所 25.5 3，469 
'昌=士=1 士 通 27.0 690 
松下電器 39.9 3，550 
トヨタ自工 41.4 3.900 






































同月、日本はカV トに 1条国(国際収支を理由とする貿易制限の禁止)への l年以内の移





た。ここで表5を見ょう表到。日本の国内総生産 (GDP)は、 1954年にイタリアを抜き、 1964
年にはフランス、イギリスに接近した。これを国民 l人あたり国内総生産で比較すれば表6の
ように表6)先進諸国にははるかに及ばない。 だがその点を強調するとイタリアには 1968年、イギ
リスには 1972年、フランスには 1975年になってもはるかに及ばないことになってしまうO そうな
47 
表5 国内総生産 (GDP)の国際比較(米・億ドル)
年 アメリカ 日本 フランス 西ドイツ イギリス イタリア
1952 3494 167 416 325 438 180 
1953 3684 192 434 350 472 199 
1954 3685 216 459 377 497 213 
1955 4019 236 491 430 535 234 
1956 4232 263 546 474 579 254 
1957 4457 307 506 515 612 272 
1958 4529 315 582 550 637 292 
1959 4891 366 542 597 671 310 
1960 5090 431 610 720 712 348 
1961 5257 532 665 834 762 387 
1962 5659 590 743 903 798 435 
1963 5963 681 833 962 846 498 
1964 6389 806 924 1055 924 544 
1965 6921 890 990 1155 992 586 
1966 7586 1026 1077 1230 1057 633 
1967 8036 1213 1162 1242 1083 697 
1968 8627 1441 1275 1351 1018 752 
1969 9279 1680 1395 1537 1097 827 
1970 9832 1977 1447 1877 1198 927 
1971 10603 2298 1627 2189 1364 1017 
1972 11593 2992 1977 2602 1530 1176 
1973 13021 4078 2500 3472 1759 1409 
1974 13055 4545 2656 3857 1907 1526 
1975 15138 4909 3357 4248 2289 17~ 
備考米ドル換算，名目
出典 World Data Handbool，WEIS，1976年5月
48 
表 6 一人あたり国内総生産の国際比較 (GDP司米ドル)
年 アメリカ 日本 フランス 西ドイツ イギリス イタリア
1952 2218 195 982 668 868 447 
1953 2300 222 1017 712 932 461 
1954 2260 245 1066 758 980 517 
1955 2422 265 1131 858 1050 595 
1956 2506 293 1248 933 1130 653 
1957 2592 339 1143 1002 1190 722 
1958 2590 344 1300 1057 1234 752 
1959 2750 385 1197 1133 1292 786 
1960 2817 458 1336 1323 1368 891 
1961 2861 566 1440 1543 1442 981 
1962 3031 622 1580 1648 1496 1037 
1963 3151 704 1743 1697 1586 1112 
1964 3325 832 1912 1881 1710 1210 
1965 3557 909 2031 2032 1824 1312 
1966 3853 1037 2191 2140 1934 1218 
1967 4046 1214 2346 2075 1970 1331 
1968 4298 1426 2554 2246 1841 1425 
1969 4578 1628 2772 2560 1987 1554 
1970 4799 1895 2851 3095 2163 1731 
1971 5121 2176 3175 3571 2454 1887 
1972 5551 2797 3823 4218 2742 2164 
1973 6130 3752 4791 5603 3145 2566 
1974 6633 4126 5054 6216 3407 2754 
1975 7087 4437 6360 6871 4089 3084 一備考米ドル換算司名目










年 アメリカ 日本 西ドイツ
1952 4.3 3.4 14.6 
1953 4.1 4.0 15.1 
1954 4.1 
1955 4.9 14.3 
1956 4.9 
1957 5.2 16.3 
1958 6.2 4.7 17.8 
1959 6.5 4.9 16.7 
1960 6.8 4.9 15.5 
1961 7.0 5.1 15.9 
1962 6.5 4.7 15.9 
1963 6.5 5.4 16.1 
1964 7.2 5.8 16.4 
1965 7.1 5.1 16.5 
1966 7.2 5.8 17.4 
1967 7.9 5.7 18.4 
1968 8.3 5.6 18.1 
1969 8.8 5.6 17.6 
1970 9.4 5.5 16.8 
1971 10.3 5.7 17.3 
備考社会保障総支出/国民総生産の割合(%)
出典 WorldData Handbool，WEIS，1976年5月
フランス イギリス イタリア ス工ー テ‘ン
12.7 9.2 9.9 9.4 
13.1 10.0 10.6 10.0 
9.6 
13.5 10.2 10.7 
9.6 
14.1 1.7 11.8 
13.7 9.9 11.8 11.8 
14.1 10.7 13.0 12.5 
13.2 10.8 11.6 11.0 
14.1 10.9 11.8 11.7 
14.7 11.2 13.0 12.8 
15.4 11.2 13.9 13.8 
15.2 11.8 13.3 14.0 
15.6 11.8 14.8 13.8 
15.6 12.4 16.2 15.6 
12.6 15.1 16.0 
14.1 13.4 16.0 17.3 
14.4 13.8 16.4 17.9 
14.6 13.9 16.3 18.8 









































業化時代の中で通産省の行政の骨格を確立したという意味がある。時は55 (昭和 30) 年政




表8で見るように表的「オリンピック景気J後に 1964年 10月から始まった景気後退で、あるO こ
の景気後退は 1950年の朝鮮戦争以後の日本経済のように，政府財政の国際収支の制約と政
府の金融引き締めによって生じた通常の周期的停滞のように見えたO だが、 12月に日本特殊





年 平 均 耳Eヨ支 イ氏 耳Eヨ支 イ丘 月 日
1961 1549.94 1258.00 日召手口36・12・19
1962 1419.44 1216.04 昭和37・10・29
1963 1440.61 1200.64 日百手口38・12・18
1964 1262.88 1202.69 昭和39・11・9
1965 1203.16 1020.49 日百手口40・7 ・12
1966 1479.16 1364.34 日百手口41・12・5 
1967 1412.01 1250.14 目白手口42・12・11
1968 1544.81 1266.27 昭和43・1 ・4
1969 1956.36 1733.64 日百手口44・1 ・4 
1970 2193.21 1929.64 日百手口45・5 ・27







の活動状況を記述している。すなわち株価低下傾向が見えだした 1963 (昭和 38) 年秋から、
全銀協常務たちは極秘に談合を重ねて産業界に恨回しをして、日銀銀行局長と協議して、
1964 (昭和 39) 年 l月に、興銀、全都銀、 4大証券I:B資の株式買い i二げ会社として「日本
共同証券」を設立し、 3月から鉄鋼、重電などの大型株に買い出動した。表8で明らかなよ
うに、 1964年の東証株価の最低日は I 月9EIであり、 196ラ年には7月 12日に 1020円の最
低価格を示した。すなわち、共同証券の買いIB動でも株価の fげはとまらず、西日本新聞の
報道をきっかけに山一証券に取り付け騒動が起きたので、あった。
そこで田中角栄大蔵大臣は興銀、富士・三菱銀行の頭取を 1965 (昭和 40) 年5月 18日
に日銀氷川寮に極秘に呼んで、談合を重ねた l二で、L11--証券に対して「日銀が無担保・無期
限に融資するjことで救済した氾)。
まさにこの最中の 1964年 I 月に池田首相は病気で退陣し、佐藤栄作内閣が誕生した。佐
藤首相を始めとして有力な政治家たちは、池EH所得倍増政策時代の傾向を批判する動機をこ












とし寸言葉は、実は 1962 (昭和 37) 年の通産省の年報で、始めて正式に登場した言葉で、あっ
32)高杉良『小説日本興業銀行j5巻、講談社文庫、 1991年は前著(角川書庖)の大幅な増補版で山一特

































































































































った。佐藤内閣はついに「公害国会J(1970年 1月24日-"'"'12月 18日)で 14の公害規制
法を成立させ、通産省の抵抗を排除して「経済の発展と調和するJの語句を除外する公害基
本法の改定を行った。通産省は鉱山保安局を公害保安局と改称した。両角良彦氏(1971年
6 月 ----73 年 7 月、事務次官)は佐橋次官退任後の 1968~例年および両角次官時代までを通
産省で、の最悪の時代だ、ったと回想している。水俣病患者の被害とチッソとの和解が最終的に
成立したのは30年後の 1996年で、あった川。


















織がつくられた。例えば 1955 (昭和 30) 年4月には生産管理、 1956(昭和 31)年 10月に
は財務管理の分科会ができたが、特に重要なのは 1955(昭和 30)年3月の産業訓練分科会、






























































(付言) 本稿は青森公立大学『経営経済学研究』収録の 1997年度第3巻第 l号に収録さ
れた。本稿は、同誌 1996年度第 l号、第2号に連載収録した「日本的経営の経営思想-
桜田武氏と日清紡績」の内容に並行し、日本政府の大蔵省、通産省を主役とする 1950年代
以降の戦後工業化政策の性質を検討している。
日本の企業経営の本質は「日本的経営」としてしか表現の方法はなく、前2号に収録した
日清紡績をその第二次大戦後の「第-類型(消費財輸出工業、軽工業)Jと呼ぶとすれば、
通産省が 1950年代に産業政策でその第一類型を打破して誘導した日本的経営(輸入防止工
業、重化学工業)は、日本的経営の代表的類型と世間では言われているものの、実はそれと
は異質の「第2類型」と表現するほかはない。
ここでの思想は、敗戦国として占領下に、 2度にわたる世界大戦を未然に防止するための、
選ぶべき一国としての政治経済政策として無差別自由主義市場経済の思想を直接に学習した
日本の企業には、大戦後に第一類型、第二類型の日本的経営が存在し、自由競争市場経済
で活動する第一類型の日本的経営が最初に出現していたことこそ重視しすべきだと主張するこ
とにある。それゆえに読者には、本稿の後に上述の2つの号の2稿をも読んでいただきたいと
思うO
(1997年7月loEI受理)
